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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第132期中 第133期中 第134期中 第132期 第133期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 34,656,232 34,840,331 45,730,447 69,051,620 71,537,352

経常利益 (千円) 1,908,039 2,531,239 3,055,112 3,792,475 5,039,033

中間（当期）純利益 (千円) 677,714 993,190 776,724 1,021,875 1,861,106

純資産額 (千円) 31,916,413 32,550,753 38,613,864 31,813,094 33,557,626

総資産額 (千円) 65,974,892 70,228,877 90,411,246 70,157,423 72,876,148

１株当たり純資産額 (円) 569.68 576.68 627.10 565.41 591.15

１株当たり中間（当期）
純利益 

(円) 12.00 17.62 13.21 18.14 32.27

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 11.97 17.52 12.95 18.08 32.02

自己資本比率 (％) 48.4 46.3 42.7 45.3 46.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,882,475 3,470,354 △310,472 5,031,012 6,567,635

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △2,126,542 △1,114,767 △4,568,327 △6,537,927 △3,663,905

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,515,221 △1,720,354 1,607,337 1,506,241 △2,439,924

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 5,999,406 8,235,503 4,838,586 7,593,910 7,995,779

従業員数 (名) 3,105 3,337 4,445 3,255 3,508



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第132期中 第133期中 第134期中 第132期 第133期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 30,966,704 30,208,013 32,774,791 61,828,496 62,094,960

経常利益 (千円) 1,540,914 1,927,225 1,537,296 3,465,700 3,602,198

中間（当期）純利益 (千円) 496,015 759,248 497,627 1,275,430 1,227,457

資本金 (千円) 15,190,886 15,281,307 17,169,189 15,242,559 15,362,688

発行済株式総数 (株) 58,041,730 58,467,730 63,619,165 58,284,730 58,728,814

純資産額 (千円) 31,512,749 32,960,095 37,934,082 32,375,468 33,662,425

総資産額 (千円) 63,492,803 68,749,085 72,932,390 68,472,490 71,127,334

１株当たり純資産額 (円) 562.01 583.45 615.59 574.93 592.51

１株当たり中間（当期）
純利益 

(円) 8.77 13.46 8.46 22.62 21.02

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 8.76 13.38 8.29 22.55 20.86

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) 2.50 3.75 5.00 7.50 7.50

自己資本比率 (％) 49.6 47.9 52.0 47.3 47.3

従業員数 (名) 1,529 1,513 1,506 1,518 1,509



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変更はな

い。 

なお、主要な関係会社の異動は、下記３「関係会社の状況」のとおりである。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の子会社を新たに連結の範囲に含めた。 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 上記子会社のうちＫＢセーレン株式会社は特定子会社である。 

３ 上記子会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出していない。 

４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

  

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

（連結子会社）          

ＫＢセーレン株式会社 
福井県 
鯖江市 

千円 
2,200,000 

オートモーティブ
ハイファッション 
エレクトロニクス 
ハウジング 
メディカル 

51.0 ― 役員の兼任 ５人 

ＫＢインテックス 
株式会社 

石川県 
小松市 

千円 
99,000 

オートモーティブ
ハイファッション 
エレクトロニクス 
ハウジング 
メディカル 

51.0

(51.0)
― 役員の兼任 ２人 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものである。

２ 従業員数は就業人員である。 

３ 従業員が当中間連結会計期間において937人増加しているが、その主な理由は、旧カネボウグループの繊維事業を譲り受

けたＫＢセーレン㈱およびＫＢインテックス㈱が当社グループに加わったことによるものである。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、所属組合員数1,462名であり、ゼンセン同盟に加入している。 

連結子会社３社に労働組合が組織されている。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

オートモーティブ事業 2,261 

ハイファッション事業 1,298 

エレクトロニクス事業 334 

ハウジング事業 201 

メディカル事業 112 

その他の事業 170 

全社(共通) 69 

合計 4,445 

従業員数(名) 1,506 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、マクロ的には、ながらく続いた踊り場景気と先行き不透明感に明か

りが見えはじめ、その方向性からようやく「踊り場からの脱却」を実感できる環境になってきた。その大きな要因

としては、設備投資が好調であることや個人消費が戻りつつあること、そして円安などが挙げられる。しかしその

一方で、原油・ガス高騰による日本経済への影響も徐々に高まってきており、特にエネルギーコストばかりでなく

原材料コストに及ぼす影響は、下期以降の景気の先行きに大きな懸念材料となってきた。 

このような環境下、当社グループは「21世紀への企業革新」を最重要施策として位置づけ、「情報化・流通ダイ

レクト化」「非衣料・非繊維化」「グローバル化」を推進し、さらに、「５ゲン主義」（原理・原則・現場・現

物・現実）活動を基本とした「企業体質の変革」に全力で取り組んだ。また、平成17年７月１日より、旧カネボウ

グループの繊維事業を譲り受けた「ＫＢセーレン㈱」が当社グループに加わり、その早期立ち上げにグループ全体

で注力した。 

その結果、オートモーティブをはじめとして全事業分野で増収となった。営業利益面では、原油高によるコスト

アップや厳しい価格ダウン要請などを原価低減活動などでカバーし、ほぼ前年並みとなったが、経常利益において

は、円安による為替差益などがあり増益となった。 

当中間連結会計期間の業績は、売上高457億30百万円（前中間連結会計期間比 31.3％増）、経常利益30億55百万

円（同 20.7％増）と、増収増益の実績を達成することができたが、特別損失として固定資産の減損会計適用による

減損損失13億29百万円を計上することにより、中間純利益は7億76百万円（同 21.8％減）と減益になった。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりである。 

オートモーティブ事業では、国内のシート事業、エアバッグ事業などにおいて、厳しい原価低減の要請などがあ

り、厳しい展開となったが、ＫＢセーレン㈱の内装材売上も加わったことにより大幅増収となった。一方、タイ、

米国、ブラジル、中国など海外におけるカーシート、エアバッグ事業も好調に推移し、全体では売上高191億12百万

円（前中間連結会計期間比18.8％増）と増収になった。利益面でも、海外事業の好調と徹底した原価低減活動によ

り、営業利益14億55百万円（同9.1％増）と増益となった。 

ハイファッション事業では、売上面では、アパレル子服分野で苦戦をしたものの、インナーにおける新商品がヒ

ットし、売上高増に大きく貢献した。さらに、ＫＢセーレン㈱でのハイファッション売上高が加わり、当事業の売

上高は156億14百万円（同46.4％増）と大幅増収となった。利益面では、「Viscotecs®」による徹底した在庫レス経
営や収益率の高いＳＰＡ事業が伸びたこと、さらに生産における「整流活動」「革命的ＶＡ活動」などのロス・ム

ダの削減が大きく貢献したが、原油高によりエネルギーコストが大きくアップしたことや、ＫＢセーレン㈱の不採

算品が加わったことなどにより、営業利益は4億31百万（同33.9％減）と大幅減益となった。 

エレクトロニクス事業では、薄型テレビの世界的な大競争時代に突入し、当事業の主力である電磁波シールド材

「プラット®」において、ＰＤＰ用メッシュの受注数が急激に増大し、前年比2.5倍以上の出荷となったが、利益面
では30％以上の販売価格ダウンなど厳しい値下げ要求の波にさらされ、非常に苦戦した。しかし、ＫＢセーレン㈱

の高収益事業である「ベルセイム®」事業（半導体用ワイピングクロスや光学用ワイピングクロス）が加わり、全体
では売上高は47億52百万円（同 46.5％増）と増収となり、営業利益は6億62百万（同38.8％増）と大幅増益となっ

た。 



ハウジング事業では、期首より営業拠点を１チーム（大阪）増やし、ハウスラップ材である「ラミテクト®」「ル
ーフラミテクト®」や床養生シート「ヌレイン」などの当社オンリーワン商品の拡販を図ってきた結果、着実に売上
高拡大につなげることができた。さらに、ＫＢセーレン㈱の寝装用綿織物などが加わり、当事業の売上高は47億88

百万円（同13.8％増）と増収となったが、セーレンハウジング㈱が不動産事業・建築設計事業の低迷などで大幅な

減益となり、全体では営業利益3億78百万円（同16.9％減）と減益となった。 

メディカル事業では、化粧品事業「コモエース®」について、首都圏を中心としたメディア広告などの成果が出て
きており、4～9月での新規顧客獲得数は4,000名を超え、前期比売上高30％増と伸びた。一方ＫＢセーレン㈱のメデ

ィカル関連商品である伸縮性貼付剤基布や逆浸透膜材などが加わり、全体としての売上高は12億88百万円（同

221.0％増）と大幅増収となり、営業利益は18百万円となった。 

その他の事業では、売上高1億73百万円（同26.1％減）となった。 

  

所在地別セグメントの概況は次のとおりである。 

日本では、電磁波シールド材「プラット®」において受注が増加したことや、インナーにおける新商品が好調で、
売上高421億00百万円（前中間連結会計期間比30.0％増）となった。 

その他の地域では、タイ、米国、ブラジル、中国の子会社が好調なことから、売上高36億30百万円（同48.0％

増）となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間に比べ33億

97百万円（41.3％）減少し、当中間連結会計期間末には48億38百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は3億10百万円となった。これは、税金等調整前中間純

利益20億57百万円のほか、減損損失13億29百万円および減価償却費15億41百万円等があった一方、売上債権の増

加46億98百万円などにより、前中間連結会計期間に比べて37億80百万円の減少となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は45億68百万円となった。これは、研究棟などの設備

投資による支出43億77百万円、営業譲受による支出7億91百万円などにより、前中間連結会計期間に比べ、34億53

百万円の減少となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は16億7百万円となった。これは、借入金の返済による

支出13億18百万円、借入れによる収入30億20百万円があったことなどによるものであり、前中間連結会計期間に

比べ33億27百万円の増加となった。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 当社企業集団の各事業は、素材の委託を受けて加工を行う部分と、素材を仕入れて加工を行い販売する部分からなり、

各々の加工高を生産実績としている。 

２ セグメント間の取引については、内部振替前の数値によっている。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社は、受注生産形態をとらない製品が多いため、事業の種類別セグメントごとに受注状況の記

載はしていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

   ２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合で、中間連結会計期間の当該割合が100分の10を超える相手先が無

い為、記載を省略している。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

オートモーティブ事業 7,309,278 22.8 

ハイファッション事業 6,916,825 9.5 

エレクトロニクス事業 2,118,645 12.6 

ハウジング事業 1,132,704 14.5 

メディカル事業 306,132 187.3 

その他の事業 6,253 △50.9 

合計 17,789,840 16.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

オートモーティブ事業 19,112,515 18.8 

ハイファッション事業 15,614,611 46.4 

エレクトロニクス事業 4,752,490 46.5 

ハウジング事業 4,788,393 13.8 

メディカル事業 1,288,763 221.0 

その他の事業 173,673 △26.1 

合計 45,730,447 31.3 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社とカネボウ㈱との繊維事業に関する合弁契約および営業譲渡契約の締結 

平成17年３月16日締結のカネボウ㈱合繊・樹脂事業および綿事業の営業譲受に関する基本合意書に基づき平成17

年６月１日に合弁契約および営業譲渡契約を締結した。その内容は、同社100％子会社であるカネボウ合繊㈱のポリ

エステル事業、ナイロン事業、および同じく同社100％子会社であるカネボウ繊維㈱の天然繊維事業を当該事業の受

け皿会社として設立したＫＢセーレン㈱に営業譲渡するというものである。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、オートモーティブ事業をはじめとする５つのセグメントの全てにおいて、衣

料・非衣料の両分野にわたり、顧客ニーズに即応した商品を企画・製造・販売するため、新技術・新素材・新シス

テムの開発に取り組んでいる。また、「Viscotecs®」システムに代表されるように、最先端ＩＴ技術を駆使した次
世代技術の確立を積極的に推進している。 

研究開発活動は、当社の技術開発部門、ビスコテックス研究部および各部門技術・企画開発室を中心として、連

結子会社各社とも緊密な連携を取り、効果的に進められている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、17億23百万円である。事業の種類別セグメントごと

の研究目的・主要課題・研究成果および研究開発費は、次の通りである。 

  

(1)オートモーティブ事業 

主に当社およびセーレンケーピー株式会社・株式会社セーレンオーカスが中心となり自動車内装材およびエアバ

ッグの新素材開発・新加工技術・新商品の開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、内装材に

おける画期的製造方法の開発および新素材開発があげられる。当事業に係る研究開発費は8億85百万円である。 

  

(2)ハイファッション事業 

主に当社およびＫＢセーレン株式会社が中心となり各種衣料製品の新素材開発・新加工技術・新商品の開発を行

っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、当社オンリーワン技術であるデジタルプロダクションシステ

ム「Viscotecs®」の高度化、高機能化のため、インクジェット機の高機能化、インクの高品質化などの研究開発お
よび環境対策として排水汚泥の減容化および排水の無色化の研究開発があげられる。当事業に係る研究開発費は5億

円である。 

  

(3)エレクトロニクス事業 

主に当社およびＫＢセーレン株式会社、セーレン電子株式会社が中心となり、繊維と金属の特性を併せ持った導

電性繊維の開発や、半導体工場向けまたは光学用ワイピング素材の開発、および繊維加工用電子機器の開発を行っ

ている。当中間連結会計期間の主な成果としては、導電性繊維「プラット®」のＰＤＰ（壁掛けテレビ）向けスクリ
ーン材の高品質化の研究開発、およびデジタル家電に向けた新商品開発のための研究があげられる。当事業に係る

研究開発費は1億95百万円である。 

  

(4)ハウジング事業 

主に当社が中心となり、各種ハウジング資材・インテリア資材・産業資材の新素材開発・新商品の開発を行って

いる。当中間連結会計期間の主な成果としては、ハウスラップ材「ラミテクト®」の品位・機能向上および建材向け
の新商品開発などがあげられる。当事業に係る研究開発費は48百万円である。 

  

(5)メディカル事業 



主に当社が中心となり、スキンケア資材・医療用資材等の基礎研究およびその応用開発として新商品開発を行っ

ている。当中間連結会計期間の主な成果としては、天然タンパク質セリシンを配合したスキンケア製品の開発およ

びセリシンの医療関連分野への新規用途として酵素安定化剤の開発、および高度濾過技術を活かした業務用浄水機

の開発があげられる。当事業に係る研究開発費は93百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間における、主要な設備の重要な異動は次のとおりであり、以下の設備を取得した。 

 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは上記に記載のとお

りである。 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりである。 

  

  

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の
内容 

投資額
（百万円） 

完了年月 完成後の増加能力 

世聯汽車内
飾（蘇 州）
有限公司 

中国、蘇州 オートモーティブ 
編立及び染色加工用建
屋・設備 

1,600 平成17年４月

  
  
  

84千ｍ/月
  
  
  

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の 

種類別 

セグメント 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 

方法 

着手及び完了予定 
完成後の 

増加能力 
総額 

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了 

KBセーレン 

株式会社 

北陸合繊工場 

福井県 

鯖江市 

ハ イ フ ァ

ッション 

エ レ ク ト

ロニクス 

メ デ ィ カ

ル 

ナイロン生産設

備 
2,000 ― 自己資金 

平成17年

７月 

平成18年 

６月 
50.5ｔ／月

KBセーレン 

株式会社 

北陸合繊工場 

福井県 

鯖江市 

オ ー ト モ

ーティブ 

ハ イ フ ァ

ッション 

エ レ ク ト

ロニクス 

ハ ウ ジ ン

グ 

メ デ ィ カ

ル 

合繊研究棟・設

備 
572 ― 自己資金 

平成17年

８月

平成18年 

１月 
―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨定款に定めている。 

② 【発行済株式】 

(注)１ 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれていない。 

  ２ 大阪証券取引所市場第一部に上場していたが、平成17年５月２日に上場廃止の申請を行い、平成17年12月３日上場廃止さ

れている。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 63,619,165 63,670,847

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

― 

計 63,619,165 63,670,847 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を発行している。 

株主総会の特別決議(平成13年６月28日) 

  

② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を発行している。 

株主総会の特別決議(平成14年６月27日) 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000 30,000

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 432 432

新株予約権の権利行使期間 
平成15年７月１日～
平成18年６月30日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  432
資本組入額 216 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株引受権の付与を受けた者
は、権利行使時においても、
当社の取締役もしくは従業員
の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な
理由のある場合はこの限りで
はない。その他の条件は、本
総会及び新株引受権発行の取
締役会決議に基づき、当社と
新株引受権の付与を受けた者
との間で締結する「新株引受
権付与契約」で定めるところ
による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 75 63

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 75,000 63,000

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 411 411

新株予約権の権利行使期間 
平成16年７月１日～
平成19年６月30日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  411
資本組入額 206 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、
当社の取締役もしくは従業員
の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な
理由のある場合はこの限りで
はない。その他の条件は、本
総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者
との間で締結する「新株予約
権申込証兼新株予約権割当契
約」で定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左



株主総会の特別決議(平成15年６月27日) 

  

株主総会の特別決議(平成16年６月29日) 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 214 214

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 214,000 214,000

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 509 509

新株予約権の権利行使期間 
平成17年７月１日～
平成20年６月30日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  509
資本組入額 255 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、
当社の取締役もしくは従業員
の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な
理由のある場合はこの限りで
はない。その他の条件は、本
総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者
との間で締結する「新株予約
権申込証兼新株予約権割当契
約」で定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 297 297

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 297,000 297,000

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 817 817

新株予約権の権利行使期間 
平成18年７月１日～
平成21年６月30日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  817
資本組入額 409 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、
当社の取締役もしくは従業員
の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な
理由のある場合はこの限りで
はない。その他の条件は、本
総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者
との間で締結する「新株予約
権申込証兼新株予約権割当契
約」で定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左



株主総会の特別決議(平成17年６月28日) 

  

③ 商法第341条ノ２および第341条ノ３の規定に基づき新株予約権付社債を発行している。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 322 322

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 322,000 322,000

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 1,174 1,174

新株予約権の権利行使期間 
平成19年７月１日～
平成23年６月30日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,174
資本組入額 587 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、
当社の取締役もしくは従業員
の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な
理由のある場合はこの限りで
はない。その他の条件は、本
総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者
との間で締結する「新株予約
権申込証兼新株予約権割当契
約」で定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 420 390

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 555,570 515,888

新株予約権の権利行使時の払込金額（円） 756 756

新株予約権の権利行使期間 
平成16年２月19日～
平成21年１月22日 

同左

新株予約権の権利行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  756
資本組入額 379 

同左

新株予約権の権利行使の条件 

新株予約権を行使しようとす
る者の請求があるときは、そ
の新株予約権が付せられた社
債の全額の償還に代えて新株
予約権の行使に際して払込を
なすべき額の全額の払込があ
ったものとする。また、新株
予約権が行使されたときに
は、当該請求があったものと
みなす。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入等は
認めない。 

同左

新株予約権付社債の残高（千円） 420,000 390,000



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）による増加である。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）１.日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務

に係るものである。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

4,890,351 63,619,165 1,806,501 17,169,189 1,797,097 16,485,337

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 7,875 12.38

ゴールドマン・サツクス・ 
インターナシヨナル（常任代理
人ゴールドマン・サツクス証券
会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A
２BB UNITED KINGDOM （東京都港区
六本木６丁目10－１） 

3,554 5.59

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,769 4.35

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－３ 2,436 3.83

旭化成せんい株式会社 大阪市北区堂島浜１丁目２－６ 2,436 3.83

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目２－26 2,326 3.66

セーレン株式会社 福井市毛矢１丁目10－１ 1,997 3.14

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－12 1,969 3.09

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,605 2.52

セーレン共栄会 福井市毛矢１丁目10－１ 1,560 2.45

計 ― 28,529 44.84



（注）２.次の法人から、当期中に大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けているが、当

中間期末現在における当該法人名義の実質保有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮して

いない。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズ・インター
ナショナルＬｔｄ 

33 KING WILLIAM STREET，LONDON
EC４R ９AS，UNITED KINGDOM 

138 0.22

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネジャーズ株式会社 

東京都中央区日本橋１丁目４－１ 1,448 2.28

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズＬｔｄ 

33 KING WILLIAM STREET，LONDON
EC４R ９AS，UNITED KINGDOM 

1,391 2.19

メリルリンチ・インターナショ
ナル 

MERRILL LYNCH FINANCIAL CENTRE，
２，KING EDWARD STREET，LONDON，EC
１A １HQ，UNITED KINGDOM 

209 0.33

メリルリンチ・ピアース・フェ
ナー・アンド・スミス・インコ
ーポレーテッド 

４  WORLD FINANCIAL CENTER NEW
YORK，NEW YORK 10080，USA 

1 0.00

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１ 208 0.33

ファンネックス・アセット・マ
ネジメント株式会社 

東京都千代田区内幸町２丁目２－３ 3,623 5.69

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 626 0.99

ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡ
ＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 

NOMURA HOUSE １，St．Martin’s－le
GRAND LONDON EC１A ４NP，ENGLAND 

440 0.69

ＮＯＭＵＲＡ ＳＥＣＵＲＩＴ
ＩＥＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯ
ＮＡＬ，Ｉｎｃ. 

２  WORLD FINANCIAL CENTER，
BUILDING B NEW YORK，N.Y. 

70 0.11

野村アセットマネジメント株式
会社 

東京都中央区日本橋１丁目12－1 1,958 3.08

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 28 0.04



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部による。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式）
普通株式1,997,000 
（相互保有株式）
普通株式132,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式
61,233,000 

61,233 ― 

単元未満株式 
普通株式
257,165 

― 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 63,619,165 ― ― 

総株主の議決権 ― 61,233 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
セーレン株式会社 

福井市毛矢１丁目10―１ 1,997,000 ― 1,997,000 3.14

（相互保有株式） 
木曽川染工株式会社 

愛知県一宮市大字光明寺
字本郷屋敷14 

132,000 ― 132,000 0.21

計 ― 2,129,000 ― 2,129,000 3.35

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,046 1,131 1,164 1,195 1,273 1,453

最低(円) 875 953 1,075 1,072 1,137 1,251



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 注２  7,567,823 4,870,715   8,027,908 

２ 受取手形及び売掛金    16,596,153 23,575,464   16,867,409 

３ 有価証券    1,202,569 ―   ― 

４ たな卸資産    7,215,071 14,521,837   6,893,993 

５ その他 注４  1,490,834 2,734,039   1,468,511 

６ 貸倒引当金    △39,831 △66,863   △23,618 

流動資産合計    34,032,620 48.5 45,635,192 50.5   33,234,204 45.6

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 注１        

１ 建物及び構築物 注２ 9,306,157   10,332,026 9,530,412   

２ 機械装置及び 
  運搬具 注２ 9,023,462   11,297,188 10,242,303   

３ 土地 注２ 8,414,662   7,955,742 8,518,963   

４ その他   2,441,981 29,186,263 4,612,600 34,197,558 3,396,922 31,688,602 

(2) 無形固定資産          

１ 無形固定資産   566,567 566,567 534,426 534,426 569,479 569,479 

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   2,351,757   3,721,821 3,111,013   

２ 繰延税金資産   ―   5,199,114 ―   

３ その他の投資 
  その他の資産   4,203,988   1,242,071 4,396,426   

４ 貸倒引当金   △112,320 6,443,425 △118,938 10,044,069 △123,578 7,383,861 

固定資産合計    36,196,256 51.5 44,776,054 49.5   39,641,944 54.4

資産合計    70,228,877 100.0 90,411,246 100.0   72,876,148 100.0



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金     10,850,596 15,939,688   11,939,527 

２ 短期借入金 注２   1,115,208 4,052,108   883,208 

３ 賞与引当金     1,008,701 1,096,157   981,836 

４ その他     4,204,366 7,348,064   4,558,691 

流動負債合計     17,178,872 24.5 28,436,018 31.4   18,363,265 25.2

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債     4,000,000 420,000   3,882,000 

２ 長期借入金 注２   8,299,791 7,317,683   7,984,837 

３ 繰延税金負債     12,606 16,696   15,308 

４ 役員退職慰労引当金     ― 378,333   326,116 

５ 退職給付引当金     7,474,505 7,781,362   7,998,122 

６ 連結調整勘定     22,034 5,397,880   25,831 

固定負債合計     19,808,938 28.2 21,311,956 23.6   20,232,216 27.8

負債合計     36,987,810 52.7 49,747,974 55.0   38,595,482 53.0

(少数株主持分)           

少数株主持分     690,312 1.0 2,049,407 2.3   723,040 1.0

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     15,281,307 21.7 17,169,189 19.0   15,362,688 21.1

Ⅱ 資本剰余金     14,609,650 20.8 16,487,894 18.2   14,690,796 20.1

Ⅲ 利益剰余金     4,215,865 6.0 5,395,864 6.0   4,871,937 6.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     280,643 0.4 1,024,885 1.1   573,990 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定     △985,250 △1.4 △590,532 △0.6   △1,084,624 △1.5

Ⅵ 自己株式     △851,462 △1.2 △873,436 △1.0   △857,161 △1.2

資本合計     32,550,753 46.3 38,613,864 42.7   33,557,626 46.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計     70,228,877 100.0 90,411,246 100.0   72,876,148 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    34,840,331 100.0 45,730,447 100.0   71,537,352 100.0

Ⅱ 売上原価    26,312,015 75.5 35,462,548 77.5   54,281,317 75.9

売上総利益    8,528,316 24.5 10,267,899 22.5   17,256,035 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 注１  6,037,392 17.4 7,831,107 17.1   12,146,502 17.0

営業利益    2,490,924 7.1 2,436,791 5.4   5,109,532 7.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   23,368   32,425 49,632   

２ 受取配当金   22,775   27,222 28,421   

３ 為替差益   47,976   291,829 ―   

４ 連結調整勘定償却額   ―   280,810 ―   

５ 雑収入   83,805 177,926 0.5 94,886 727,173 1.6 164,596 242,650 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   66,742   57,511 121,663   

２ 持分法による 
  投資損失   58,232   38,369 78,330   

３ 為替差損   ―   ― 99,590   

４ 雑損失   12,635 137,610 0.4 12,972 108,853 0.3 13,565 313,150 0.4

経常利益    2,531,239 7.2 3,055,112 6.7   5,039,033 7.0

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産処分益 注２ 53   1,562 166   

２ 投資有価証券売却益   26,746   414,302 26,746   

３ 貸倒引当金戻入   1,680   ― ―   

４ その他の特別利益   ― 28,480 0.1 42,414 458,279 1.0 4,243 31,157 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産処分損 注３ 177,174   72,670 270,202   

２ 減損損失 注４ ―   1,329,830 ―   

３ 投資有価証券評価損   1,652   10,900 2,006   

４ たな卸資産評価損   79,385   ― 79,385   

５ 役員退職金   83,067   ― 83,667   

６ 退職給付移行時 
  差異償却   515,568   ― 1,031,136   

７ その他の特別損失 注５ 64,325 921,173 2.6 42,091 1,455,492 3.2 508,237 1,974,636 2.7

税金等調整前 
中間(当期)純利益    1,638,547 4.7 2,057,899 4.5   3,095,554 4.3

法人税、住民税 
及び事業税   822,045   3,604,847 1,724,392   

法人税等調整額   △195,015 627,030 1.7 △2,478,482 1,126,364 2.5 △536,790 1,187,602 1.6

少数株主利益    18,326 0.1 154,810 0.3   46,845 0.1

中間(当期)純利益      993,190 2.9 776,724 1.7   1,861,106 2.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   14,570,658 14,690,796   14,570,658

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 増資による新株の発行 38,680 1,797,097 119,715 

 ２ 自己株式処分差益 312 38,992 ― 1,797,097 422 120,137

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  14,609,650 16,487,894   14,690,796

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,504,237 4,871,937   3,504,237

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 993,190 993,190 776,724 776,724 1,861,106 1,861,106

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 281,562 212,796 493,406 

２ 役員賞与 ― 281,562 40,000 252,796 ― 493,406

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  4,215,865 5,395,864   4,871,937



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間（当期） 
  純利益 

 1,638,547 2,057,899 3,095,554

２ 減価償却費  1,358,042 1,541,085 2,835,075

３ 減損損失  ― 1,329,830 ―

４ 連結調整勘定償却額  1,976 △280,810 3,809

５ 貸倒引当金の増減額 
  （減少は△） 

 33,409 △19,028 28,580

６ 賞与引当金の増減額 
  （減少は△） 

 △27,765 101,329 △54,630

７ 退職給付引当金の増減額 
  （減少は△） 

 427,662 △293,631 951,280

８ 受取利息及び受取配当金  △46,144 △59,647 △78,054

９ 支払利息  66,742 57,511 121,663

10 為替差損益（差益は△）  △47,976 △205,127 73,240

11 持分法による投資損失  58,232 38,369 78,330

12 有形固定資産売却益  △53 △1,562 ―

13 有形固定資産処分損  177,174 72,670 ―

14 売上債権の増減額 
  （増加は△） 

 343,410 △4,698,421 64,766

15 たな卸資産の増減額 
  （増加は△） 

 △163,600 △42,571 156,101

16 仕入債務の増加額  724,716 1,210,599 1,161,736

17 その他の増減額  376,173 △46,252 364,710

小計  4,920,550 762,242 8,802,164

18 利息及び配当金の受取額  50,620 60,788 84,163

19 利息の支払額  △65,201 △59,217 △120,188

20 法人税等の支払額  △1,435,615 △1,074,285 △2,198,504

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,470,354 △310,472 6,567,635

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券 
  の売却による収入 

 1,000,000 ― 1,500,000

２ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △2,104,841 △4,377,482 △4,910,065

３ 有形固定資産 
の売却による収入 

 27,860 168,942 62,138

４ 投資有価証券 
  の取得による支出 

 △2,122 △307,043 △354,724

５ 投資有価証券 
の売却による収入 

 26,746 917,448 94,096

６ 営業譲受に係る支出  ― △791,526 ―

７ その他  △62,411 △178,666 △55,350

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,114,767 △4,568,327 △3,663,905



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  ― 2,020,000 ―

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △816,400 △800,000 △1,016,000

３ 長期借入れによる収入  ― 1,000,000 ―

４ 長期借入金の 
返済による支出 

 △689,954 △518,254 △1,036,908

５ 株式の発行による収入  77,428 141,599 121,844

６ 自己株式の取得による支出  △3,438 △16,275 △9,282

７ 自己株式の売却による収入  681 ― 936

８ 配当金の支払額  △281,562 △212,796 △493,406

９ 少数株主への 
  配当金の支払額 

 △7,109 △6,935 △7,109

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,720,354 1,607,337 △2,439,924

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △3,640 114,268 △71,936

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少額は△） 

 631,592 △3,157,193 391,869

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 7,593,910 7,995,779 7,593,910

Ⅶ 新規連結による現金及び 
  現金同等物の増加額 

 10,000 ― 10,000

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

注１ 8,235,503 4,838,586 7,995,779



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数は18社

である。 

連結子会社名はセーレ

ン商事㈱、セーレン電子

㈱、セーレンハウジング

㈱、㈱ナゴヤセーレン、

グンセン㈱、セーレンケ

ーピー㈱、アルマジャパ

ン㈱、㈱セーレンオーカ

ス、㈱セーレンシステム

サービス、セーレンリョ

ーカ㈱、㈱デプロ、セー

レンコスモ㈱、Seiren 

U.S.A. Corporation、Vi

scotec Automotive Prod

ucts LLC、Viscotec U.

S.A. LLC、世聯汽車内飾

（蘇州）有限公司、Saha 

Seiren Co.,Ltd.、Seire

n Produtos Automotivos 

Ltda.である。 

 なお、セーレンコスモ㈱

については、重要性が増加

したことから、当中間連結

会計期間から連結子会社に

含めることとした。 

(1) 連結子会社の数は21社

である。 

連結子会社名はＫＢセ

ーレン㈱、ＫＢインテッ

クス㈱、セーレン商事

㈱、セーレン電子㈱、セ

ーレンハウジング㈱、㈱

ナゴヤセーレン、グンセ

ン㈱、セーレンケーピー

㈱、アルマジャパン㈱、

㈱セーレンオーカス、㈱

セーレンシステムサービ

ス、セーレンリョーカ

㈱、㈱デプロ、セーレン

コスモ㈱、Seiren U.S.

A. Corporation、Viscot

ec Automotive Products 

LLC、Viscotec U.S.A. L

LC、世聯汽車内飾（蘇

州）有限公司、Viscotec 

World Design Center LL

C、Saha Seiren Co.,Lt

d.、Seiren Produtos Au

tomotivos Ltda.であ

る。 

 なお、ＫＢセーレン㈱は

新規設立されたことから、

ＫＢインテックス㈱は子会

社となったことから、当中

間連結会計期間から連結子

会社に含めることとした。 

(1) 連結子会社の数は19社

である。 

  連結子会社名は「第１

企業の概要４．関係会

社の状況」に記載して

いるため省略した。 

  

  (2) 非連結子会社は、松屋

ニット㈱、福井大手町

ビ ル ㈱、Viscotec 

World Design Center 

LLC、Viscotec  EU 

S.p.A.の4社である。 

(連結の範囲から除いた

理由) 

   非連結子会社はいず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

めである。 

(2) 非連結子会社は、松屋

ニット㈱、福井大手町

ビル㈱、㈱ヘイセイク

リ エ イ ト、Viscotec 

EU  S.p.A.の4社であ

る。 

(連結の範囲から除いた

理由) 

   非連結子会社はいず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

めである。 

(2) 主要な非連結子会社

は、Viscotec  EU 

S.p.Aである。 

(連結の範囲から除いた

理由) 

 非連結子会社はいずれ

も小規模であり、総資

産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないためである。 

  

  



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の関連会社

は１社であり、名称は

木曽川染工株式会社で

ある。 

  

(1) 同左 (1) 同左 

  (2) 持分法を適用していな

い非連結子会社松屋ニ

ット㈱、福井大手町ビ

ル㈱、Viscotec World 

Design Center LLC、

Viscotec  EU  S.p.A.

は、それぞれ中間純損

益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から

除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用範囲

から除外している。 

  

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社松屋ニ

ット㈱、福井大手町ビ

ル㈱、㈱ヘイセイクリ

エイト、Viscotec EU 

S.p.A.及びケーシーア

イ・ワープニット㈱

は、それぞれ中間純損

益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から

除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用範囲

から除外している。 

  

(2) 持分法を適用していな

い 非 連 結 子 会 社

（Viscotec EU S.p.A.

他）は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ている。 

  

  

  

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

  連結子会社の中間決算

日が中間連結決算日と

異なる会社は、Seiren 

U.S.A. Corporation、

Viscotec Automotive 

Products LLC、

Viscotec U.S.A. 

LLC、世聯汽車内飾

（蘇州）有限公司、

Saha Seiren 

Co.,Ltd.、Seiren 

Produtos Automotivos 

Ltda.であり、中間決

算日は６月30日であ

る。 

  いずれも連結子会社の

中間決算日現在の中間

財務諸表を使用してい

る。なお、中間連結決

算日との間に生じた重

要な取引については、

連結上必要な調整を行

っている。 

  

  同左   連結子会社の決算日が

連結決算日と異なる会

社は、Seiren U.S.A. 

Corporation、

Viscotec Automotive 

Products LLC、

Viscotec U.S.A. 

LLC、世聯汽車内飾

（蘇州）有限公司、

Viscotec World 

Design Center LLC、

Saha Seiren 

Co.,Ltd.、Seiren 

Produtos Automotivos 

Ltda.でありいずれ

も、連結子会社の決算

日（12月31日）現在の

財務諸表を使用してい

る。なお、連結決算日

との間に生じた重要な

取引については、連結

上必要な調整を行って

いる。 

  



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額

法) 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

  子会社株式 

…移動平均法による

原価法 

  

子会社株式 

…同左 

子会社株式 

…同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

る) 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

る) 

  時価のないもの 

…移動平均法による

原価法 

  

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  デリバティブ 

…時価法 

  

デリバティブ 

…同左 

デリバティブ 

…同左 

  たな卸資産 

…当社及び国内連結

子会社は、主とし

て移動平均法によ

る原価法を採用し

ている。ただし、

仕掛加工料につい

ては売価還元法に

よる原価法を、引

取品については先

入先出法による低

価法を採用してい

る。また、在外連

結子会社は、主と

して先入先出法に

よる低価法を採用

している。 

たな卸資産 

…同左 

たな卸資産 

…同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償

却の方法は、当社及び国

内連結子会社は、定率法

を採用している。ただ

し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)につ

いては、定額法を採用し

ている。在外連結子会社

は定額法を採用してい

る。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりである。 

建物及び 
構築物 

10～31年

機械装置 
及び運搬具 

４～10年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償

却の方法は、当社及び一

部の国内連結子会社は、

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く。)

については、定額法を採

用している。一部の国内

連結子会社及び在外連結

子会社は定額法を採用し

ている。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりである。 

建物及び 
構築物 

10～31年

機械装置 
及び運搬具 

４～10年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償

却の方法は、当社及び国

内連結子会社は、定率法

を採用している。ただ

し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)につ

いては、定額法を採用し

ている。在外連結子会社

は定額法を採用してい

る。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりである。 

建物及び 
構築物 

10～31年

機械装置 
及び運搬具 

４～10年

  無形固定資産の減価償

却の方法は、定額法を採

用している。 

なお、自社利用のソフ

トウエアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用している。 

  

同左 同左 

  (3) 重要な引当金の計上方

法 

貸倒引当金 

…売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を

計上している。 

  

(3) 重要な引当金の計上方

法 

貸倒引当金 

…同左 

  

(3) 重要な引当金の計上方

法 

貸倒引当金 

…同左 

  賞与引当金 

…従業員の賞与の支給に充

てるため、当中間連結会

計期間の負担すべき支給

見込額を計上している。 

  

賞与引当金 

…同左 

賞与引当金 

…従業員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額を

計上している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    

役員退職慰労引当金
…前連結会計年度における
当社取締役会において、平
成17年３月期にかかわる定
時株主総会の日をもって退
職慰労金制度を改定するこ
ととし、前連結会計年度ま
での在任期間中の職務遂行
の対価部分相当を支給すべ
き退職慰労金の額として決
定したことにより、当該金
額を計上している。 
  

 役員退職慰労引当金 

…当連結会計年度における

当社取締役会において、平

成17年３月期にかかわる定

時株主総会の日をもって退

職慰労金制度を改定するこ

ととし、当連結会計年度ま

での在任期間中の職務遂行

の対価部分相当を支給すべ

き退職慰労金の額として決

定したことにより、当該金

額を計上している。 

  

  退職給付引当金 
…従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度
末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計
期間末において発生して
いると認められる額を計
上している。 
なお、会計基準変更時差
異(5,152,816千円)につ
いては、主として５年に
よる均等額を費用処理し
ている。 
過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年
数(２年)による定額法に
より費用処理している。 
数理計算上の差異は、各
連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年
数(５年)による定額法に
より按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度
から費用処理することと
している。 
  

退職給付引当金
…従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度
末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計
期間末において発生して
いると認められる額を計
上している。 
過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年
数(２年)による定額法に
より費用処理している。 
数理計算上の差異は、各
連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年
数(５年)による定額法に
より按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度
から費用処理することと
している。 
なお、執行役員等に対
す   る退職慰労引当金
を含んでおり、その計上
基準は役員退職慰労引当
金と同様である。 
 平成17年９月30日付け
で適格退職年金制度を廃
止し、平成17年10月１日
付けで確定拠出年金制度
及びキャッシュバランス
プランを導入し、制度移
行を行なっている。今回
廃止した適格退職年金制
度に係る退職給付制度終
了に伴う利益は概算で約
５億円程度であり、当下
半期に計上する予定であ
る。 

退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

なお、会計基準変更時差

異(5,152,816千円)につ

いては、主として５年に

よる均等額を費用処理し

ている。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(２年)による定額法に

より費用処理している。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

している。 

なお、執行役員等に対す

る退職慰労引当金を含ん

でおり、その計上基準は

役員退職慰労引当金と同

様である。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、

在外子会社の資産及び負

債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定

に含めている。 

  

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理している。なお、在外

子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含

めている。 

  

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借り主に移転すると認め

られるもの以外のファイ

ナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

  

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用している。 

  

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなってい

る。 

  

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。

これにより税金等調整前中間純利益

は1,322,963千円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

している。 

  

―――――― 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――― (中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において投資その他の資産の「その

他の投資その他の資産」に含めていた「繰延税金資産」

は当中間連結会計期間末において資産総額の100分の５

を超えたため区分掲記することとした。なお、前中間連

結会計期間末の「繰延税金資産」の金額は3,252,768千

円である。 

  



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――  役員退職慰労引当金 

 当社役員及び執行役員等の退職慰

労金については、従来退任時に計上

していたが、前連結会計年度におけ

る当社取締役会において、毎期の業

績・成果をより反映した役員報酬制

度確立のため、平成17年３月期にか

かわる定時株主総会の日をもって退

職慰労金制度を改定することとし、

前連結会計年度までの在任期間中の

職務遂行の対価部分相当を支給すべ

き退職慰労金の額として決定すると

ともに、当該定時株主総会の日をも

って打ち切り支給すること（ただ

し、支給の時期は退任時）を決定し

たことにより、当該金額のうち役員

にかかわる分を役員退職慰労引当金

として、執行役員等にかかわる分を

退職給付引当金として引当計上する

ことに変更している。 

 なお、取締役会の決定が前連結会

計年度の下期であったことから前中

間連結会計期間においては従来の方

法によっている。従って、当中間連

結会計期間と同一の方法を採用した

場合と比較して、前中間連結会計期

間の営業利益が27,550千円、税金等

調整前中間純利益が422,116千円多く

計上されている。 

 役員退職慰労引当金 

 当社役員及び執行役員等の退職慰

労金については、従来退任時に計上

していたが、当社取締役会におい

て、毎期の業績・成果をより反映し

た役員報酬制度確立のため、平成17

年３月期にかかわる定時株主総会の

日をもって退職慰労金制度を改定す

ることとし、当連結会計年度までの

在任期間中の職務遂行の対価部分相

当を、支給すべき退職慰労金の額と

して決定するとともに、当該定時株

主総会の日をもって打ち切り支給す

ること（ただし、支給の時期は退任

時）を決定したことにより、当該金

額のうち役員にかかわる分を役員退

職慰労引当金として、執行役員等に

かかわる分を退職給付引当金として

引当計上することに変更した。 

 この変更により、当連結会計年度

の発生額56,050千円は販売費及び一

般管理費に計上し、過年度対応額

394,566千円は特別損失に計上してい

る。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、営業利益は56,050千円減少し、

税金等調整前当期純利益は450,616千

円減少している。 

 なお、当社取締役会の決定が下期

であったことから当中間連結会計期

間においては従来の方法によってい

る。変更後の方法によった場合と比

較して、営業利益が27,550千円、税

金等調整前中間純利益が422,116千円

多く計上されている。 

 セグメント情報に与える影響は軽

微である。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、55,589,522千円である。 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、56,042,852千円である。 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、55,464,830千円である。 

  

２ 担保資産及び担保付き債務 

担保に供している資産は次のと

おりである。 

上記のうち、建物1,062,271千

円、機械装置195,241千円、土地

375,200千円は財団抵当に供して

いる。 

担保付き債務は次のとおりであ

る。 

上記のうち、財団抵当に係る債

務は、短期借入金が320,000千

円、長期借入金が1,680,000千円

である。 

  

現金及び預金 

（定期預金） 
30,000千円

建物 1,078,656千円

機械装置 195,241千円

土地 393,733千円

合計 1,697,632千円

短期借入金 420,000千円

長期借入金 1,680,000千円

合計 2,100,000千円

２ 担保資産及び担保付き債務 

担保に供している資産は次のと

おりである。 

上記のうち、建物 920,741 千

円、機械装置180,498千円、土地

372,071千円は財団抵当に供して

いる。 

担保付き債務は次のとおりであ

る。 

上記のうち、財団抵当に係る債

務は、短期借入金が1,060,000千

円、長期借入金が940,000千円で

ある。 

  

現金及び預金 

（定期預金） 
30,000千円

建物 920,741千円

機械装置 180,498千円

土地 372,071千円

合計 1,503,311千円

短期借入金 1,740,000千円

長期借入金 940,000千円

合計 2,680,000千円

２ 担保資産及び担保付き債務 

担保に供している資産は次のと

おりである。 

上記のうち、土地 372,071 千

円、建物 956,601 千 円、その他

191,380千円は財団抵当に供して

いる。 

担保付き債務は次のとおりであ

る。 

上記のうち、財団抵当に係る債

務は、短期借入金が290,000千

円、長期借入金が1,560,000千円

である。 

  

現金及び預金 

（定期預金） 
30,000千円

建物 972,986千円

機械装置 191,380千円

土地 390,604千円

合計 1,584,971千円

短期借入金 290,000千円

長期借入金 1,560,000千円

合計 1,850,000千円

３ 保証債務 

連結会社以外の会社等の金融機

関等からの借入に対し、債務保証

を行っている。 

  

住宅ローン 
利用による 
住宅購入者 

10,069千円

３ 保証債務 

連結会社以外の会社等の金融機

関等からの借入に対し、債務保証

を行っている。 

  

住宅ローン 
利用による 
住宅購入者 

9,206千円

３ 保証債務 

連結会社以外の会社等の金融機

関等からの借入に対し、債務保証

を行っている。 

  

住宅ローン 
利用による 
住宅購入者 

9,642千円

４ 手形債権流動化 

―――――― 

４ 手形債権流動化 

  手形債権流動化による受取手形

譲渡代金148,972千円が流動資産

の「その他」に含まれている。 

  手形債権流動化による受取手形

譲渡高は1,278,011千円である。 

  

４ 手形債権流動化 

―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目の金額は次のとおりであ

る。 

   

１ 給料賞与等 2,450,576千円

２ 運賃保管料 380,715千円

３ 賃借料 308,531千円

４ 試験研究費 398,075千円

５ 減価償却費 240,842千円

６ 賞与引当金 
繰入額 

412,085千円

７ 退職給付 
費用 

236,404千円

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目の金額は次のとおりであ

る。 

   

１ 給料賞与等 2,849,920千円

２ 運賃保管料 644,909千円

３ 賃借料 389,443千円

４ 試験研究費 503,202千円

５ 減価償却費 291,098千円

６ 賞与引当金
繰入額 

454,796千円

７ 退職給付 
費用 

233,308千円

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目の金額は次のとおりであ

る。 

   

１ 給料賞与等 5,296,126千円

２ 運賃保管料 810,660千円

３ 賃借料 645,994千円

４ 試験研究費 787,120千円

５ 減価償却費 484,562千円

６ 賞与引当金 
繰入額 

428,004千円

７ 退職給付 
費用 

491,713千円

２ 機械装置及び運搬具売却益53千

円である。 

  

２  機械装置及び運搬具売却益

1,562千円である。 

  

２ 機械装置及び運搬具売却益 

  166千円である。 

  

３ 固定資産処分損の内訳は次のと

おりである。 

  

固定資産 
売却損 
  

機 械 装
置 及 び
運搬具 

140,793千円

  その他 1,206千円

固定資産 
棄却損 

建 物 及
び 構 築
物 

8,856千円

  
機 械 装
置 及 び
運搬具 

24,990千円

  その他 1,327千円

  計 177,174千円

３ 固定資産処分損の内訳は次のと

おりである。 

  

固定資産 
売却損 
  

機 械 装
置 及 び
運搬具 

16,821千円

  その他 251千円

固定資産 
棄却損 

建 物 及
び 構 築
物 

28,600千円

  
機 械 装
置 及 び
運搬具 

22,774千円

  その他 4,223千円

  計 72,670千円

３ 固定資産処分損の内訳は次のと

おりである。 

  

固定資産
売却損 
  

機械装置 
及び 
運搬具 

165,822千円

  その他 5,412千円

固定資産
棄却損 

建物及び 
構築物 

29,518千円

  
機械装置 
及び 
運搬具 

65,511千円

  工具器具 
及び備品 

3,938千円

  計 270,202千円



  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４    ―――――― ４ 当中間連結会計期間において当

社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

  

  

 当社グループは管理会計上の区分

に基づきグルーピングを行い、遊

休資産については各不動産等をグ

ルーピングの単位としている。 

 上記の資産について、地価の継続

的な下落により時価の著しい下落

が見られた賃貸用不動産、及び遊

休状態にあり時価の著しい下落が

見られた土地について、各々の帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額1,329,830千円を

減損損失として特別損失に計上し

ている。 

 なお、当該資産の回収可能価額

は、賃貸用不動産については使用

価値により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを５％で割り引

いて計算している。遊休資産につ

いては正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額及び近

隣の取引事例価格等を参考にして

評価している。 

  

場所 用途 種類
減損損失
（千円） 

福井県 
福井市 

賃貸用
不動産 土地 742,800

福井県 
福井市 

賃貸用
不動産 

土地、
建物等 436,919

福井県 
武生市 

賃貸用
不動産 

土地、
建物 26,666

福井県 
三国町 遊休資産 土地 52,386

福井県 
丸岡町 遊休資産 土地 71,057

４    ―――――― 

５ その他の特別損失は、その他の

投資評価損が5,500千円、その他

の投資貸倒引当金繰入額が58,825

千円である。 

５ その他の特別損失は、固定資産

圧縮損が39,171千円、その他が

2,920千円である。 

５ その他の特別損失は、その他の

投資貸倒引当金繰入額が57,675千

円、子会社事業休止損が50,396千

円である。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

(平成16年９月30日) 

  

現金及び預金勘定 7,567,823千円

預入期間が３ヶ月 
を超える 
定期預金等 

△32,128千円

取得日から３ヶ月 
以内に償還期限の 
到来する短期投資 

699,808千円

(有価証券）   

現金及び 
現金同等物 

8,235,503千円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

(平成17年９月30日) 

  

現金及び預金勘定 4,870,715千円

預入期間が３ヶ月
を超える 
定期預金等 

△32,128千円

取得日から３ヶ月
以内に償還期限の 
到来する短期投資 

―千円

(有価証券） 

現金及び 
現金同等物 

4,838,586千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

(平成17年３月31日) 

  

現金及び預金勘定 8,027,908千円

預入期間が３ヶ月
を超える 
定期預金等 

△32,128千円

取得日から３ヶ月
以内に償還期限の 
到来する短期投資 

―千円

(有価証券)   

現金及び
現金同等物 

7,995,779千円



(リース取引関係) 

  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
機械装置 
及び 
運搬具 

有形 
固定資産 
その他 

合計 

  (千円) (千円) (千円) 
取得価額 
相当額 460,659 427,657 888,316

減価償却 
累計額 
相当額 

193,019 268,313 461,333

中間 
期末残高 
相当額 

267,639 159,344 426,983

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
機械装置
及び 
運搬具 

有形
固定資産
その他 

合計

  (千円) (千円) (千円)

取得価額 
相当額 584,732 346,480 931,213

減価償却 
累計額 
相当額 

243,187 223,368 466,555

中間 
期末残高 
相当額 

341,544 123,112 464,657

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
機械装置
及び 
運搬具 

有形 
固定資産 
その他 

合計 

(千円) (千円) (千円) 
取得価額
相当額 460,659 365,620 826,279 

減価償却 
累計額 
相当額 

230,404 233,388 463,793 

期末残高
相当額 230,254 132,232 362,486 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

 １年以内 160,065千円

 １年超 266,918千円

 合計 426,983千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

 １年以内 205,071千円

 １年超 259,585千円

 合計 464,657千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

 １年以内 139,105千円

 １年超 223,380千円

 合計 362,486千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 85,562千円

 減価償却費 
 相当額 

85,562千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 94,566千円

 減価償却費 
 相当額 

94,566千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 163,897千円

 減価償却費 
 相当額 

163,897千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年以内 12,008千円

 １年超 ―千円

 合計 12,008千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年以内 627千円

 １年超 2,405千円

 合計 3,033千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年以内 ―千円

 １年超 ―千円

 合計 ―千円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年９月30日） 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,552千円減損処理を行っている。 

   なお、当該株式の減損については、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿価格との乖離状

況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討

等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断している。 

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成16年９月30日） 

    その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く)        400,549千円 

 その他（コマーシャルペーパー等）      1,202,569千円 

(注) 当中間連結会計期間において減損処理を行っており、減損処理金額は99千円である。 

  

(当中間連結会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年９月30日） 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

    その他有価証券 

 非上場株式                  348,978千円 

 その他（ユーロ円建コーラブル債）       283,169千円 

(注) 当中間連結会計期間において減損処理を行っており、減損処理金額は10,900千円である。 

  

３ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年９月30日） 

  

    
取得原価 
(千円) 

  
中間連結貸借 
対照表計上額 
(千円) 

  
差額 
(千円)  

株式   991,792  1,655,751  663,958 

合計   991,792  1,655,751  663,958 

    
取得原価 
(千円) 

  
中間連結貸借 
対照表計上額 
(千円) 

  
差額 
(千円)  

株式   1,087,331  2,852,685  1,765,354 

合計   1,087,331  2,852,685  1,765,354 

  
１年以内 
（千円） 

  
１年超５年以内 

(千円) 
 
５年超10年以内
（千円）  

10年超 
(千円) 

債券           

ユーロ円建 
コーラブル債 

─   283,169  ─  ─ 



(前連結会計年度) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日） 

  

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について1,396千円減損処理を行っている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日） 

その他有価証券 

 非上場株式                   416,779千円 

 その他（ユーロ円建コーラブル債）       232,650千円 

(注) 当連結会計年度において減損処理を行っており、減損処理金額は610千円である。 

  

４ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年３月31日） 

  

  

    
取得原価 
(千円) 

  
連結貸借対照表 

計上額 
(千円) 

  
差額 
(千円) 

株式   1,034,942   2,178,566   1,143,623 

小計   1,034,942   2,178,566   1,143,623 

株式   8,439  7,660  △779 

小計   8,439  7,660  △779 

合計   1,043,382  2,186,226  1,142,843 

売却額(千円)   売却益の合計額(千円)   売却損の合計額(千円) 
26,746   26,746   ― 

  
１年以内 
（千円） 

  
１年超５年以内 

(千円) 
 
５年超10年以内
（千円）  

10年超 
(千円) 

債券           

ユーロ円建 
コーラブル債 

─   232,650  ─  ─ 



(デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 当中間連結会計期間 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 前連結会計年度 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）時価の算定方法は先物為替相場によっている。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 99,675 99,945 △270 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 99,939 101,871 △1,931 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 189,729 192,765 △3,036 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
オートモー 
ティブ 
(千円) 

ハイファッ
ション 
(千円) 

エレクトロ 
ニクス 
(千円) 

ハウ
ジング 
(千円) 

メディ
カル 
(千円) 

その他
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上
高 

16,085,134 10,667,069 3,244,318 4,207,203 401,467 235,137 34,840,331 ― 34,840,331

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

4,714 22,829 419,573 900,115 ― 349,127 1,696,361 (1,696,361) ―

計 16,089,849 10,689,898 3,663,892 5,107,319 401,467 584,265 36,536,692 (1,696,361) 34,840,331

営業費用 14,755,192 10,036,129 3,186,283 4,651,878 401,372 546,583 33,577,439 (1,228,032) 32,349,407

営業利益 1,334,657 653,769 477,609 455,441 94 37,681 2,959,252 (468,328) 2,490,924

  
オートモー 
ティブ 
(千円) 

ハイファッ
ション 
(千円) 

エレクトロ 
ニクス 
(千円) 

ハウ
ジング 
(千円) 

メディ
カル 
(千円) 

その他
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上
高 

19,112,515 15,614,611 4,752,490 4,788,393 1,288,763 173,673 45,730,447 ― 45,730,447

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

71,406 34,776 959,349 353,890 315 508,067 1,927,804 (1,927,804) ―

計 19,183,921 15,649,387 5,711,839 5,142,283 1,289,078 681,740 47,658,251 (1,927,804) 45,730,447

営業費用 17,728,540 15,218,330 5,049,038 4,763,483 1,270,931 696,127 44,726,451 (1,432,795) 43,293,655

営業利益又は 
営業損失（△） 1,455,380 431,057 662,801 378,800 18,147 △14,386 2,931,800 (495,008) 2,436,791



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) オートモーティブ…自動車内装材、カーシート、エアバッグ 

(2) ハイファッション…各種衣料製品、衣料用繊維加工 

(3) エレクトロニクス…電磁波シールド材、防塵着、電子機器 

(4) ハウジング…………建築用資材、インテリア用資材、建築、不動産 

(5) メディカル…………化粧品、浄水器及びフィルター 

(6) その他………………コンピュータソフトウエア、保険代理業 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費

用である。 

前中間連結会計期間    494,924千円 

当中間連結会計期間    541,857千円 

前連結会計年度     1,004,648千円 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

  
オートモー 
ティブ 
(千円) 

ハイファッ
ション 
(千円) 

エレクトロ 
ニクス 
(千円) 

ハウ
ジング 
(千円) 

メディ
カル 
(千円) 

その他
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上
高 

34,188,610 20,953,868 6,368,633 8,379,654 903,636 742,948 71,537,352 ― 71,537,352

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

30,657 52,301 1,608,895 2,515,985 669 757,266 4,965,775 (4,965,775) ―

計 34,219,268 21,006,169 7,977,529 10,895,640 904,305 1,500,215 76,503,128 (4,965,775) 71,537,352

営業費用 31,288,450 19,799,220 7,111,448 9,994,530 917,353 1,347,093 70,458,097 (4,030,277) 66,427,820

営業利益又は 
営業損失（△） 2,930,817 1,206,949 866,080 901,109 △13,047 153,121 6,045,031 (935,498) 5,109,532

  
日本 
(千円) 

その他の地域 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対す
る売上高 

32,387,611 2,452,719 34,840,331 ― 34,840,331 

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,275,327 1,445,494 2,720,822 (2,720,822) ― 

計 33,662,939 3,898,214 37,561,154 (2,720,822) 34,840,331 

営業費用 30,991,591 3,590,297 34,581,888 (2,232,481) 32,349,407 

営業利益 2,671,348 307,916 2,979,265 (488,341) 2,490,924 



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 日本以外の区分に属する地域の内訳 

(1) その他の地域…北米、南米、アジア 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた金額及び内容は、事業の種類別セグメント情報の（注）３と同一であ

る。 

  

  
日本 
(千円) 

その他の地域 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対す
る売上高 

42,100,354 3,630,092 45,730,447 ― 45,730,447 

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,718,297 1,609,738 3,328,035 (3,328,035) ― 

計 43,818,651 5,239,830 49,058,482 (3,328,035) 45,730,447 

営業費用 41,394,801 4,611,467 46,006,269 (2,712,613) 43,293,655 

営業利益 2,423,850 628,363 3,052,213 (615,422) 2,436,791 

  
日本 
(千円) 

その他の地域 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対す
る売上高 

65,793,285 5,744,067 71,537,352 ― 71,537,352 

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

3,020,046 2,976,983 5,997,030 (5,997,030) ― 

計 68,813,332 8,721,050 77,534,382 (5,997,030) 71,537,352 

営業費用 63,471,695 7,901,921 71,373,616 (4,945,796) 66,427,820 

営業利益 5,341,636 819,129 6,160,766 (1,051,234) 5,109,532 



  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 連結売上高に占める割合が10％以上のセグメントがないため、海外売上高の割合のみ記載している。 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  

  

  計

Ⅰ 海外売上高（千円） 4,003,610 

Ⅱ 連結売上高（千円） 34,840,331 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.5 

  計

Ⅰ 海外売上高（千円） 5,234,561 

Ⅱ 連結売上高（千円） 45,730,447 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.5 

  計

Ⅰ 海外売上高（千円） 8,940,358 

Ⅱ 連結売上高（千円） 71,537,352 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.5 



(１株当たり情報) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 576円68銭 627円10銭 591円15銭 

１株当たり中間（当期） 

 純利益 
17円62銭 13円21銭 32円27銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

17円52銭 12円95銭 32円02銭 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（１）１株当たり中間(当期) 

   純利益 

  ①損益計算書上の中間 

   (当期)純利益（千円） 

  

  
  

993,190 

  

  
  

776,724 

  

  
  

1,861,106 

  ②普通株式に係る中間 

   (当期)純利益（千円） 
993,190 776,724 1,821,106 

  ③普通株主に帰属しない 

   金額（千円） 
―― ―― 40,000 

   （うち利益処分による 

役 員 賞 与 金 

（千円）） 

―― ―― 40,000 

  ④普通株式の期中平均 

   株式数（千株） 
56,351 58,781 56,437 

（２）潜在株式調整後１株 

   当たり中間(当期) 

   純利益 

  ①中間(当期)純利益 

   調整額 

  

  

  
  

―― 

  

  

  
  

―― 

  

  

  
  

―― 

  ②普通株式増加数 

   （千株） 
340 1,203 442 

   （うち新株予約権 

   （千株）） 
340 344 322 

   （うち新株予約権付 

    社債（千株）） 
―― 859 120 

  ③希薄化効果を有しない 

   ため算定に含めな 

   かった潜在株式の概要 

新株予約権297個及び新株

予約権付社債（券面総額

4,000,000千円）。 

なお、これらの概要は「新

株予約権等の状況」に記載

のとおりである。 

新株予約権322個。 

なお、この概要は「新株予

約権等の状況」に記載のと

おりである。 

新株予約権297個。 

新株予約権の概要は、第４

「提出会社の状況」１「株

式の状況」（２）「新株予

約権等の状況」に記載のと

おりである。 

  



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項なし。        該当事項なし。        当社は、「カネボウ㈱合繊・樹脂事業およ

び綿事業の営業譲受に関する基本合意書」

（平成17年３月16日締結）に基づき、当該事

業の受け皿会社として下記内容の新会社を設

立し、平成17年６月１日付けで営業譲受に関

する契約を締結した。 

  

１．商号
  

ＫＢセーレン株式会社 
  

２．所在地
  

福井県鯖江市下河端町 
第6号1番1 
  

３．代表者
  

代表取締役会長 

 川田 達男 

代表取締役社長 

 島田 亮一 

  

４．事業内容 繊維製品並びにその原材料の
製造、加工及び販売 
  

５．資本金
  

10百万円（設立時） 
なお、平成17年６月24日に株
主割当増資を行い、資本金は
12億13百万円となった。 
  

６．設立日
  

平成17年５月２日 
  

７．営業譲受
  の目的 

高分子合成及び原糸製造に関
する機能と、当社の繊維製品
一貫加工に関する機能を融合
することにより、川上から川
下まで完全内製化できる世界
初のビジネスモデル構築を可
能とし、総合繊維メーカーと
してのさらなる企業価値向上
のため。 
  

８．譲り受け
  る相手会
  社の名称
  

カネボウ合繊㈱ 
及び 
カネボウ繊維㈱ 

９．譲受する
  対価の額
  

12億13百万円 

10．譲受の
  時期 

受け皿会社は、上記の営業譲
受を平成17年７月１日に行
い、その出資割合は当社
51％、カネボウ㈱49％の共同
出資会社となる予定である。
その後、１年をめどに当社の
全額出資子会社とする予定で
ある。 
  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

  現金及び預金   5,118,130   2,277,685 4,079,666   

  受取手形   3,490,445   1,882,739 3,345,400   

  売掛金   12,167,516   13,519,086 12,991,808   

  有価証券   1,202,569   ― ―   

  たな卸資産   4,228,021   3,996,625 4,172,719   

  短期貸付金   4,470,130   7,366,760 4,509,840   

  その他 注４ 699,118   819,400 650,163   

  貸倒引当金   △14,243   △7,314 △14,722   

流動資産合計    31,361,689 45.6 29,854,983 40.9   29,734,877 41.8

Ⅱ 固定資産          

  有形固定資産 注１        

  建物 注２ 5,878,342   5,751,373 5,867,262   

  機械及び装置 注２ 4,529,533   4,870,824 5,019,788   

  土地 注２ 5,717,824   5,669,012 5,714,447   

  その他   1,610,672   2,994,428 2,670,418   

有形固定資産合計   17,736,373   19,285,639 19,271,917   

  無形固定資産   511,201   427,735 476,806   

  投資その他の資産          

  関係会社株式   9,392,713   12,116,167 10,901,816   

  長期貸付金   3,631,830   4,334,080 3,622,880   

  投資その他の資産   6,206,755   7,525,565 7,206,152   

  貸倒引当金   △91,479   △299,506 △87,117   

  投資損失引当金   －   △312,273 －   

投資その他の資産 
合計   19,139,820   23,364,033 21,643,732   

固定資産合計    37,387,395 54.4 43,077,407 59.1   41,392,456 58.2

資産合計    68,749,085 100.0 72,932,390 100.0   71,127,334 100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

  支払手形   258,108   455,458 479,094   

  買掛金   8,823,455   9,712,556 9,313,834   

  短期借入金 注２ 2,053,208   5,521,108 2,058,208   

  賞与引当金   717,076   690,023 686,785   

  未払費用   620,820   631,881 783,678   

  その他 注５ 4,037,242   2,640,236 4,448,299   

流動負債合計    16,509,910 24.0 19,651,265 27.0   17,769,901 25.0

Ⅱ 固定負債          

  新株予約権付社債   4,000,000   420,000 3,882,000   

  長期借入金 注２ 8,299,791   7,317,683 7,984,837   

    役員退職慰労引当金   ―   298,566 326,116   

  退職給付引当金   6,979,288   7,310,793 7,502,054   

固定負債合計    19,279,079 28.1 15,347,043 21.0   19,695,008 27.7

負債合計    35,788,990 52.1 34,998,308 48.0   37,464,909 52.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    15,281,307 22.2 17,169,189 23.5   15,362,688 21.6

Ⅱ 資本剰余金          

  資本準備金   14,607,204   16,485,337 14,688,239   

   その他資本剰余金   332   443 443   

    資本剰余金合計    14,607,536 21.2 16,485,780 22.6   14,688,682 20.6

Ⅲ 利益剰余金          

   利益準備金   830,972   830,972 830,972   

  任意積立金   1,116,480   881,000 1,116,480   

  中間(当期)未処分 
  利益   1,704,038   2,440,714 1,960,403   

利益剰余金合計    3,651,491 5.3 4,152,687 5.7   3,907,856 5.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    262,059 0.4 990,700 1.4   551,197 0.8

Ⅴ 自己株式    △842,300 △1.2 △864,274 △1.2   △847,999 △1.2

資本合計    32,960,095 47.9 37,934,082 52.0   33,662,425 47.3

負債資本合計    68,749,085 100.0 72,932,390 100.0   71,127,334 100.0



  

② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    30,208,013 100.0 32,774,791 100.0   62,094,960 100.0

Ⅱ 売上原価    23,823,291 78.9 26,230,074 80.0   49,235,551 79.3

売上総利益    6,384,722 21.1 6,544,716 20.0   12,859,408 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,673,531 15.4 5,229,821 16.0   9,548,427 15.4

営業利益    1,711,190 5.7 1,314,895 4.0   3,310,981 5.3

Ⅳ 営業外収益 注２  285,960 0.9 283,338 0.9   420,166 0.7

Ⅴ 営業外費用 注３  69,925 0.2 60,937 0.2   128,949 0.2

経常利益    1,927,225 6.4 1,537,296 4.7   3,602,198 5.8

Ⅵ 特別利益 注４  33,270 0.1 457,196 1.4   38,281 0.1

Ⅶ 特別損失 注５  768,299 2.6 749,992 2.3   1,727,477 2.8

税引前中間（当期）
純利益    1,192,196 3.9 1,244,500 3.8   1,913,001 3.1

法人税、住民税 
及び事業税   576,883   711,526 1,213,229   

法人税等調整額   △143,936 432,947 1.4 35,345 746,872 2.3 △527,684 685,544 1.1

中間（当期）純利益    759,248 2.5 497,627 1.5   1,227,457 2.0

前期繰越利益    944,789 1,943,086   944,789 

中間配当額    ― ―   211,843 

中間（当期）未処分
利益    1,704,038 2,440,714   1,960,403 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
満期保有目的の債券 
…償却原価法(定額法) 
  

(1) 有価証券
満期保有目的の債券 
…同左 

(1) 有価証券 
満期保有目的の債券 
…同左 

  子会社株式及び関連会
社株式 
…移動平均法による原
価法 
  

子会社株式及び関連会
社株式 
…同左 

子会社株式及び関連会
社株式 
…同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定) 
  

その他有価証券
時価のあるもの 
…同左 

  

その他有価証券 
時価のあるもの 
…決算期末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定) 

  時価のないもの 
…移動平均法による原
価法 
  

時価のないもの
…同左 

時価のないもの 
…同左 

  (2) デリバティブ 
…時価法 

  

(2) デリバティブ
…同左 
  

(2) デリバティブ 
…同左 
  

  (3) たな卸資産 
製品、原材料、貯蔵品
については、移動平均法
による原価法(ただし、
製品のうち加工事故引取
品は先入先出法による低
価法、貯蔵品のうち消耗
工具器具備品は最終仕入
原価法)、仕掛加工料に
ついては、売価還元法に
よる原価法によってい
る。 
  

(3) たな卸資産
同左 

(3) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法(ただし、平成
10年４月１日以降に取得
した建物(建物附属設備
を除く。)については定
額法)を採用している。 
なお、主な耐用年数は
以下のとおりである。 

  

建物 15～31年
機械及び 

装置 
７～10年

(1) 有形固定資産
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用してい

る。 

なお、自社利用のソフ

トウエアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用している。 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上している。 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  ―――――― (2) 投資損失引当金 

関係会社への投資に係

る損失に備えるため、当

該会社の財政状態等を勘

案して必要額を計上して

いる。 

（追加情報） 

国内外の関係会社を取

り巻く経済環境の変化に

より、これら関係会社の

事業計画の見直しを行っ

た結果、利益回復の遅れ

が見込まれる関係会社に

対する投資による損失に

備えるため、当中間会計

期間より投資損失引当金

を設定している。 

  

―――――― 

  (3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、当中間会計

期間の負担すべき支給見

込額を計上している。 

  

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

を計上している。 

  

        



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ―――――― (4) 役員退職慰労引当金
前事業年度における取
締役会において、平成17
年３月期にかかわる定時
株主総会の日をもって退
職慰労金制度を改定する
こととし、当該定時株主
総会までの在任期間中の
職務遂行の対価部分相当
を支給すべき退職慰労金
の額として決定したこと
により、当該金額を計上
している。 
  

(4) 役員退職慰労引当金 
当事業年度における取
締役会において、平成17
年３月期にかかわる定時
株主総会の日をもって退
職慰労金制度を改定する
こととし、前事業年度ま
での在任期間中の職務遂
行の対価部分相当を支給
すべき退職慰労金の額と
して決定したことによ
り、当該金額を計上して
いる。 
  

  (5) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
いる。 
なお、会計基準変更時
差異(4,708,890千円)に
ついては、５年による均
等額を費用処理してい
る。 
過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(２年)による定額法
により費用処理してい
る。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてい
る。 
  

(5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
いる。 
過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(２年)による定額法
により費用処理してい
る。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてい
る。 
なお、執行役員等に対
する退職慰労引当金を含
んでおり、その計上基準
は役員退職慰労引当金と
同様である。 
 平成17年９月30日付け
で適格退職年金制度を廃
止し、平成17年10月１日
付けで確定拠出年金制度
及びキャッシュバランス
プランを導入し制度移行
を行なっている。今回廃
止した適格退職年金制度
に係る退職給付制度終了
に伴う利益は概算で約５
億円程度であり、当下半
期に計上する予定であ
る。 

(5) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき計上している。 
なお、会計基準変更時
差異(4,708,890千円)に
ついては、５年による均
等額を費用処理してい
る。 
過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定年
数(２年)による定額法に
より費用処理している。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてい
る。 
なお、執行役員等に対
する退職慰労引当金を含
んでおり、その計上基準
は役員退職慰労引当金と
同様である。 



  

  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

る。 

  

  同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

  

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

  

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表作成のための基

本となる重要な事

項 

      

消費税等の会計

処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用

している。 

  

同左   同左 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は94,763千

円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

  

―――――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――  役員退職慰労引当金 

 当社役員及び執行役員等の退職慰

労金については、従来退任時に計上

していたが、前事業計年度における

当社取締役会において、毎期の業

績・成果をより反映した役員報酬制

度確立のため、平成17年３月期にか

かわる定時株主総会の日をもって退

職慰労金制度を改定することとし、

前事業年度までの在任期間中の職務

遂行の対価部分相当を支給すべき退

職慰労金の額として決定するととも

に、当該定時株主総会の日をもって

打ち切り支給すること（ただし、支

給の時期は退任時）を決定したこと

により、当該金額のうち役員にかか

わる分を役員退職慰労引当金とし

て、執行役員等にかかわる分を退職

給付引当金として引当計上すること

に変更している。 

 なお、取締役会の決定が前事業年

度の下期であったことから前中間会

計期間においては従来の方法によっ

ている。従って、当中間会計期間と

同一の方法を採用した場合と比較し

て、前中間会計期間の営業利益が

27,550千円、税引前中間純利益が

422,116千円多く計上されている。 

 役員退職慰労引当金 

 当社役員及び執行役員等の退職慰

労金については、従来退任時に計上

していたが、当社取締役会におい

て、毎期の業績・成果をより反映し

た役員報酬制度確立のため、平成17

年３月期にかかわる定時株主総会の

日をもって退職慰労金制度を改定す

ることとし、当事業年度までの在任

期間中の職務遂行の対価部分相当

を、支給すべき退職慰労金の額とし

て決定するとともに、当該定時株主

総会の日をもって打ち切り支給する

こと（ただし、支給の時期は退任

時）を決定したことにより、当該金

額のうち役員にかかわる分を役員退

職慰労引当金として、執行役員等に

かかわる分を退職給付引当金として

引当計上することに変更した。 

 この変更により、当事業年度の発

生額56,050千円は販売費及び一般管

理費に計上し、過年度対応額394,566

千円は特別損失に計上している。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、営業利益は56,050千円減少し、

税引前当期純利益は450,616千円減少

している。 

 なお、当社取締役会の決定が下期

であったことから当中間会計期間に

おいては従来の方法によっている。

変更後の方法によった場合と比較し

て、営業利益が27,550千円、税引前

中間純利益が422,116千円多く計上さ

れている。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

注１ 有形固定資産 

減価償却累計額 

  

  

46,484,516千円 

  

  

46,116,829千円 

  

  

45,880,274千円 

注２ 担保資産 

(1) 担保提供資産 

建物 

機械及び装置 

土地 

合計 

  

  

1,078,656千円 

195,241千円 

393,733千円 

1,667,632千円 

  

  

920,741千円 

180,498千円 

372,071千円 

1,473,311千円 

  

  

956,601千円 

191,380千円 

372,071千円 

1,520,053千円 

上記担保提供資

産のうち工場財

団抵当に供して

いる資産 

建物 

機械及び装置 

土地 

合計 

  

  

  

  

1,062,271千円 

195,241千円 

375,200千円 

1,632,714千円 

  

  

  

  

920,741千円 

180,498千円 

372,071千円 

1,473,311千円 

  

  

  

  

940,217千円 

191,380千円 

353,539千円 

1,485,136千円 

(2) 担保資産に対応

する債務 

短期借入金 

長期借入金 

(うち 
工場財団分) 

  

  

  

420,000千円 

1,680,000千円 

(2,000,000千円)

  

  

  

1,060,000千円 

940,000千円 

(2,000,000千円)

  

  

  

290,000千円 

1,560,000千円 

(1,850,000千円)

注３ 偶発債務 ――――― 下記関係会社の銀行借入に

対し債務保証を行ってい

る。 

  

Viscotec 
Automotive 
Products 
LLC 

339,570千円 

――――― 

  

  

  

注４ 手形債権流動化 ――――― 受取手形譲渡代金148,972

千円が流動資産の「その

他」に含まれている。 

受 取 手 形 譲 渡 高 は

1,278,011千円である。 

――――― 

        

注５ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示している。 

  

同左 同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

注１ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

  

  

888,912千円 

84,249千円 

973,161千円 

  

  

946,812千円 

82,875千円 

1,029,687千円 

  

  

1,870,517千円 

167,211千円 

2,037,728千円 

注２ 営業外収益のう

ち重要なもの 

  

受取利息及び 
配当金 

  

  

  

194,886千円 

  

  

  

202,885千円 

  

  

  

269,664千円 

注３ 営業外費用のう

ち重要なもの 

  

支払利息 

  

  

  

63,686千円 

  

  

  

59,124千円 

  

  

  

122,842千円 

注４ 特別利益のうち

重要なもの 

投資有価証券 

売却益 

貸倒引当金戻入 

  

  

26,746千円 

  

6,520千円 

  

  

  

414,262千円 

  

― 千円 

  

  

26,746千円 

  

7,173千円 

  

注５ 特別損失のうち

重要なもの 

機械及び装置 
売却損 

機械及び装置 
棄却損 

  

投資有価証券 
評価損 

その他の投資 
評価損 

その他の投資 
貸倒引当金 
繰入額 

貸倒引当金 
繰入額 

投資損失引当金
繰入額 

役員退職金 

退職給付移行時 
差異償却 

  

  

139,979千円 

31,459千円 

  

1,652千円 

2,000千円 

28,825千円 

― 千円 

― 千円 

83,067千円 

470,889千円 

  

  

16,451千円

16,957千円

10,900千円

― 千円

― 千円

228,799千円

312,273千円

― 千円

― 千円

  

  

164,616千円 

111,777千円 

  

1,996千円 

2,000千円 

27,675千円 

― 千円 

― 千円 

83,067千円 

941,778千円 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   減損損失 ―――――  当中間会計期間において

当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計

上した。 

  

  

 当社は管理会計上の区分

に基づきグルーピングを

行い、遊休資産について

は各不動産等をグルーピ

ングの単位としている。 

 上記の資産について、遊

休状態にあり時価の著し

い下落が見られた土地に

ついて、各々の帳簿価額

を回収可能価額まで減額

し、当該減少額94,763千

円を減損損失として特別

損失に計上している。 

 なお、当該資産の回収可

能価額は、正味売却価額

により測定しており、固

定資産税評価額等を参考

にして評価している。 

  

場所 用途 種類
減損損失
（千円） 

福井県
三国町 

遊休
資産 土地 57,706

福井県
丸岡町 

遊休
資産 土地 37,056

――――― 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
機械 
及び 
装置 

有形 
固定資産 
その他 

合計 

  (千円) (千円) (千円) 
取得価額 
相当額 154,908 306,563 461,471

減価償却 
累計額 
相当額 

48,657 207,419 256,076

中間 
期末残高 
相当額 

106,251 99,144 205,395

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
機械
及び 
装置 

有形
固定資産
その他 

合計

  (千円) (千円) (千円)

取得価額 
相当額 154,908 184,895 339,803

減価償却 
累計額 
相当額 

60,573 132,324 192,897

中間 
期末残高 
相当額 

94,335 52,570 146,905

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
機械
及び 
装置 

有形 
固定資産 
その他 

合計 

(千円) (千円) (千円) 
取得価額
相当額 154,908 230,689 385,597 

減価償却 
累計額 
相当額 

54,615 158,819 213,434 

期末残高
相当額 100,293 71,869 172,162 

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定している。 

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定している。 

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 １年内 62,345千円

 １年超 143,050千円

 合計 205,395千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 １年内 47,516千円

 １年超 99,388千円

 合計 146,905千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定している。 

 １年内 53,388千円

 １年超 118,774千円

 合計 172,162千円

 (3) 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額 

 支払リース料 

43,990千円

 減価償却費相当額 

43,990千円

 (3) 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額 

 支払リース料 

29,270千円

 減価償却費相当額 

29,270千円

 (3) 当期の支払リース料及び減価

償却費相当額 

 支払リース料 

77,223千円

 減価償却費相当額 

77,223千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっている。 

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 ―千円

 １年超 ―千円

 合計 ―千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 627千円

 １年超 2,405千円

 合計 3,033千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 ―千円

 １年超 ―千円

 合計 ―千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはない。 

  

(１株当たり情報) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 583円45銭 615円59銭 592円51銭 

１株当たり中間（当期） 

 純利益 
13円46銭 8円46銭 21円02銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

13円38銭 8円29銭 20円86銭 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（１）１株当たり中間(当期) 

   純利益 

  ①損益計算書上の中間 

   (当期)純利益（千円） 

  

  
  

759,248 

  

  
  

497,627 

  

  
  

1,227,457 

  ②普通株式に係る中間 

   (当期)純利益（千円） 
759,248 497,627 1,187,457 

  ③普通株主に帰属しない 

   金額（千円） 
―― ―― 40,000 

   （うち利益処分による 

役 員 賞 与 金 

（千円）） 

―― ―― 40,000 

  ④普通株式の期中平均 

   株式数（千株） 
56,398 58,828 56,484 

（２）潜在株式調整後１株 

   当たり中間(当期) 

   純利益 

  ①中間(当期)純利益 

   調整額 

  

  

  
  

―― 

  

  

  
  

―― 

  

  

  
  

―― 

  ②普通株式増加数 

   （千株） 
340 1,203 442 

   （うち新株予約権 

   （千株）） 
340 344 322 

   （うち新株予約権付 

    社債（千株）） 
―― 859 120 

  ③希薄化効果を有しない 

   ため算定に含めな 

   かった潜在株式の概要 

新株予約権297個及び新株

予約権付社債（券面総額

4,000,000千円）。 

なお、これらの概要は「新

株予約権等の状況」に記載

のとおりである。 

新株予約権322。 

なお、この概要は「新株予

約権等の状況」に記載のと

おりである。 

新株予約権297個。 

新株予約権の概要は、第４

「提出会社の状況」１「株

式の状況」（２）「新株予

約権等の状況」に記載のと

おりである。 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項なし。 該当事項なし。  当社は、「カネボウ㈱合繊・樹脂事業およ

び綿事業の営業譲受に関する基本合意書」

（平成17年３月16日締結）に基づき、当該事

業の受け皿会社として下記内容の新会社を設

立し、平成17年６月１日付けで営業譲受に関

する契約を締結した。 

  

１．商号
  

ＫＢセーレン株式会社 
  

２．所在地
  

福井県鯖江市下河端町 
第6号1番1 
  

３．代表者
  

代表取締役会長 

 川田 達男 

代表取締役社長 

 島田 亮一 

  

４．事業内容 繊維製品並びにその原材料
の製造、加工及び販売 
  

５．資本金
  

10百万円（設立時） 
なお、平成17年６月24日に
株主割当増資を行い、資本 
金は12億13百万円となっ
た。 
  

６．設立日
  

平成17年５月２日 
  

７．営業譲受
  の目的 

高分子合成及び原糸製造に
関する機能と、当社の繊維
製品一貫加工に関する機能
を融合することにより、川
上から川下まで完全内製化
できる世界初のビジネスモ
デル構築を可能とし、総合
繊維メーカーとしてのさら
なる企業価値向上のため。 
  

８．譲り受け
  る相手会 
  社の名称 
  

カネボウ合繊㈱ 
及び 
カネボウ繊維㈱ 

９．譲受する
  対価の額 
  

12億13百万円 

10．譲受の
  時期 

受け皿会社は、上記の営業
譲受を平成17年７月１日に
行い、その出資割合は当社
51％、カネボウ㈱49％の共
同出資会社となる予定であ
る。その後、１年をめどに
当社の全額出資子会社とす
る予定である。 
  



(2) 【その他】 

第134期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年11月１日開催の取締役会に

おいて、平成17年９月30日の最終株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議した。 

① 中間配当金の総額                  308,110千円 

② １株当たり中間配当金                  5円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成17年11月29日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づくものである。 

  

平成17年７月４日提出の臨時報告書の訂正報告書（として提出すべきもの）である。 

  

平成17年７月21日提出の臨時報告書の訂正報告書である。 

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第133期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  臨時報告書           
平成17年７月４日 
関東財務局長に提出。 

  臨時報告書           
平成17年７月21日 
関東財務局長に提出。 

  臨時報告書の訂正報告書       
平成17年７月26日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

セ ー レ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセーレン株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、セーレン株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 林  秀市郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小酒井 雄三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月16日

セ ー レ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセーレン株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、セーレン株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小酒井 雄 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

セ ー レ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセーレン株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１３３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、セーレ

ン株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 林  秀市郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小酒井 雄三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月16日

セ ー レ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセーレン株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第134期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、セーレ

ン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小酒井 雄 三  

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/68
	pageform2: 2/68
	form1: EDINET提出書類  2005/12/21 提出
	form2: セーレン株式会社(209005)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/68
	pageform4: 4/68
	pageform5: 5/68
	pageform6: 6/68
	pageform7: 7/68
	pageform8: 8/68
	pageform9: 9/68
	pageform10: 10/68
	pageform11: 11/68
	pageform12: 12/68
	pageform13: 13/68
	pageform14: 14/68
	pageform15: 15/68
	pageform16: 16/68
	pageform17: 17/68
	pageform18: 18/68
	pageform19: 19/68
	pageform20: 20/68
	pageform21: 21/68
	pageform22: 22/68
	pageform23: 23/68
	pageform24: 24/68
	pageform25: 25/68
	pageform26: 26/68
	pageform27: 27/68
	pageform28: 28/68
	pageform29: 29/68
	pageform30: 30/68
	pageform31: 31/68
	pageform32: 32/68
	pageform33: 33/68
	pageform34: 34/68
	pageform35: 35/68
	pageform36: 36/68
	pageform37: 37/68
	pageform38: 38/68
	pageform39: 39/68
	pageform40: 40/68
	pageform41: 41/68
	pageform42: 42/68
	pageform43: 43/68
	pageform44: 44/68
	pageform45: 45/68
	pageform46: 46/68
	pageform47: 47/68
	pageform48: 48/68
	pageform49: 49/68
	pageform50: 50/68
	pageform51: 51/68
	pageform52: 52/68
	pageform53: 53/68
	pageform54: 54/68
	pageform55: 55/68
	pageform56: 56/68
	pageform57: 57/68
	pageform58: 58/68
	pageform59: 59/68
	pageform60: 60/68
	pageform61: 61/68
	pageform62: 62/68
	pageform63: 63/68
	pageform64: 64/68
	pageform65: 65/68
	pageform66: 66/68
	pageform67: 67/68
	pageform68: 68/68


